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資料－10 

マンション管理の実態  



管理組合・管理規約の有無、管理規約の改正状況 

【管理組合の有無】 

93.5% 

6.5% 

有り 

無し 

n=7,933 

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表）/東京都都市整備局 

【管理組合の有無（戸数別の状況）】 

82.6% 

97.9% 

99.1% 

99.8% 

99.2% 

99.8% 

99.6% 

17.4% 

2.1% 

0.9% 

0.2% 

0.8% 

0.2% 

0.4% 

0% 25% 50% 75% 100%

1～20戸 

21～40戸 

41～60戸 

61～80戸 

81～100戸 

101～200戸 

201戸～ 

有り 

無し 

n=7,154 

・都の実態調査で実施したアンケート（以下「アンケート調査」という。）によれば、小規模なマンションほど
管理組合、管理規約がないと回答したマンションの割合が高くなる傾向にある。 

・約3割のマンションが、管理規約を一度も改正したことが無い。 

【管理規約の有無】 

94.1% 

5.9% 

有り 

無し 

n=8,003 
62.2% 

30.2% 

7.6% 

改正有り 

改正無し 

検討中 

n=7,308 

84.0% 

98.5% 

99.3% 

100.0% 

99.4% 

99.8% 

100.0% 

16.0% 

1.5% 

0.7% 

0.0% 

0.6% 

0.2% 

0.0% 

0% 25% 50% 75% 100%

1～20戸 

21～40戸 

41～60戸 

61～80戸 

81～100戸 

101～200戸 

201戸～ 

有り 

無し 

n=7,154 

【管理規約の改正状況】 

【管理規約の有無（戸数別の状況）】 
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管理組合・管理規約の有無・管理規約の改正状況 



8.0% 

20.3% 

38.8% 

49.5% 

63.2% 

78.6% 

95.4% 

16.3% 

31.2% 

31.3% 

28.7% 

25.1% 

12.2% 

35.5% 

32.3% 

23.4% 

17.9% 

10.3% 

7.8% 

25.1% 

12.1% 

5.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1～20戸 

21～40戸 

41～60戸 

61～80戸 

81～100戸 

101～200戸 

201戸～ 月に1回 

2か月に1回 

数か月に1回 

年に1回 

ほとんど開催 

していない 

組織なし 

n=6,727 

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局 

11.2% 

86.7% 

0.9% 0.5% 0.7% 

年に数回 

年に１回 

数年に１回 

開催なし 

その他 

n=7,367 

【総会の開催状況】 

33.9% 

25.2% 

25.6% 

10.4% 

3.2% 
1.7% 

月に１回 

２か月に１回 

数か月に１回 

年に１回 

ほとんど開催していない 

組織なし 

n=7,367 

【役員会・理事会の開催状況】 

【総会の開催状況（戸数別の状況）】 

【役員会・理事会の開催状況（戸数別の状況）】 

12.6% 

12.4% 

10.0% 

10.1% 

11.2% 

10.1% 

5.0% 

80.7% 

86.4% 

89.4% 

89.3% 

88.3% 

89.7% 

94.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1～20戸 

21～40戸 

41～60戸 

61～80戸 

81～100戸 

101～200戸 

201戸～ 

年に数回 

年に1回 

数年に1回 

開催なし 

その他 

n=7,090 

総会・役員会・理事会の開催状況 

・都のアンケート調査によれば、一部のマンションを除くほぼ全てのマンションが年に1回以上総会を開催して
いる。また、約6割のマンションが役員会・理事会を2か月に1回以上開催している。 

・小規模なマンションほど役員会・理事会の開催頻度が少なくなる傾向が顕著となっている。 
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総会・理事会の開催状況 



・都のアンケート調査によれば、ほぼ全てのマンションが管理費を設定している。 
・戸当たり負担月額をみると、小規模マンションは平均負担額が高い傾向にある。 

管理費の有無・戸当たり負担額／居住者名簿の作成状況 

96.8% 

3.2% 

有り 無し 

n=7,688 

【管理費の有無】 

【戸数分布別に見た戸当たり負担月額】 

（万円） 

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局 

2.08 

1.55 
1.39 1.35 

1.26 
1.19 

1.31 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

1～20戸 21～40戸 41～60戸 61～80戸 81～100戸 101～200戸 201戸～ 

戸当たり平均負担額 
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管理費の有無・戸当たりの負担額 



1.33 

1.08 1.06 1.05 1.08 
1.03 

0.93 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1～20戸 21～40戸 41～60戸 61～80戸 81～100戸 101～200戸 201戸～ 

戸当たり平均負担額 

②計画的な維持管理への取組の実態 

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局 

【修繕積立金の有無】 

94.5% 

5.5% 

有り 無し 

n=7,639 

【戸数分布別に見た戸当たり負担月額】 

（万円） 

・都のアンケート調査によれば、 9割以上のマンションが修繕積立金を設定している。 
・小規模マンションは戸当たり負担月額が高い傾向にある。 

修繕積立金の有無・戸当たり負担額 
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修繕積立金の有無・戸当たりの負担額 



（資料）平成25年度マンション総合調査結果(H26.4公表)/国土交通省 

【管理費等３ヶ月以上滞納の住戸の有無】 

39.7% 

60.3% 

有り 

無し 

n=2,162 

※「不明」を除く 

26.2% 

73.8% 

有り 

無し 

n=2,015 

※「不明」を除く 

18.9% 

81.1% 

有り 

無し 

n=1,958 

※「不明」を除く 

・国の総合調査によれば、3ヶ月以上の管理費等の滞納があると回答したマンションは約4割となっている。 
・築年数が経過したマンションほど滞納のある住戸の割合が高くなる傾向にある。 

管理費・修繕積立金の滞納 

41.6% 

52.5% 

58.1% 

62.9% 

74.8% 

22.4% 

22.6% 

22.3% 

21.4% 

16.8% 

20.5% 

13.2% 

13.6% 

10.6% 

5.8% 

5.0% 

6.5% 

4.2% 

2.5% 

6.2% 

4.4% 

4.3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

74年以前 

75～84年 

85～94年 

95～04年 

05年以降 滞納住戸無し 

滞納住戸～1％ 

滞納住戸～3％ 

滞納住戸～5％ 

n=2,085 

※「不明」を除く 

【管理費等３ヶ月以上滞納の住戸割合（建築年別）】 

【管理費等６ヶ月以上滞納の住戸の有無】 【管理費等１年以上 滞納の住戸の有無】 
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管理費・修繕積立金の滞納 



（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局 

【長期修繕計画の有無（戸数別の状況）】 【長期修繕計画の有無（建築年代別の状況）】 

【長期修繕計画の有無】 

77.3% 

8.6% 

14.1% 

作成済 

作成予定 

未作成（作成予定なし） 

n=7,624 

57.3% 

81.7% 

83.9% 

86.0% 

90.3% 

90.2% 

92.0% 

10.5% 

8.9% 

7.6% 

8.1% 

5.4% 

6.7% 

6.1% 

32.2% 

9.4% 

8.4% 

5.9% 

4.3% 

3.1% 

1.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1～20戸 

21～40戸 

41～60戸 

61～80戸 

81～100戸 

101～200戸 

201戸～ 

作成済 作成予定 未作成(作成予定なし) n=6,868 

58.5% 

67.5% 

74.2% 

84.3% 

90.0% 

14.0% 

10.7% 

9.8% 

6.7% 

5.4% 

27.5% 

21.8% 

16.0% 

8.9% 

4.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

71年以前 

72～81年 

82～91年 

92～01年 

02年以降 

作成済 作成予定 未作成(作成予定なし) n=7,615 

・都のアンケート調査によれば、小規模なマンション、築年数の経過したマンションほど、長期修繕計画が未作
成で、作成予定もないと回答した割合が高くなる傾向にある。 

・長期修繕計画の計画年数を30年以上と回答したマンションが全体の半数近くとなっている。 

長期修繕計画の有無・計画年数  

26.5% 

10.3% 

16.2% 

47.0% 

1～19年 

20～24年 

25～29年 

30年～ 

n=4,336 

【長期修繕計画の計画年数】 
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長期修繕計画の有無・計画年数 



（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局 

【大規模修繕工事の実施状況】 

69.8% 

30.2% 実施済 

未実施 

n=7,984 

【大規模修繕工事の実施状況（建築年別）】 

97.6% 

97.7% 

91.9% 

61.9% 

5.2% 

2.4% 

2.3% 

8.1% 

38.1% 

94.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

71年以前 

72～81年 

82～91年 

92～01年 

02年以降 

実施済 未実施 

n=7,968 

・都のアンケート調査によれば、約3割のマンションが大規模修繕工事を実施していない。 
・建築年別でみると、築20年以上経過したマンションでは9割以上が大規模改修工事を実施済みである。 

大規模修繕工事の実施状況 
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大規模修繕工事の実施状況 



【戸数別の状況】 

（資料）マンション実態調査結果(H25.3公表)/東京都都市整備局 

【建築年別の状況】 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

管理会社への委託内容が不明瞭 

管理費が不適切で管理が十分に行えない 

管理会社が契約通り履行しない 

管理組合が機能していない 

管理費等の滞納者への対応が不十分 

長期修繕計画が整備されていない 

管理規約等に生活ルールが 

含まれていないなど内容が不十分 

賃貸住戸が増え、マンション内 

秩序が保たれない 

不特定の人の出入りがあり、防犯面に不安 

修繕積立金が少なく将来に不安 

居住者に高齢者が増え、 

バリアフリー対応が必要 

役員の負担が増大している 

防災マニュアルが未整備など 

防災面に不安 

役員のなり手がいない 

マンション管理に無関心な居住者が多い 

1～20戸    (n=1,375) 

21～200戸 (n=5,109) 

201戸～    (n=259) 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

管理会社への委託内容が不明瞭 

管理費が不適切で管理が十分に行えない 

管理会社が契約通り履行しない 

管理組合が機能していない 

管理費等の滞納者への対応が不十分 

長期修繕計画が整備されていない 

管理規約等に生活ルールが 

含まれていないなど内容が不十分 

賃貸住戸が増え、マンション内 

秩序が保たれない 

不特定の人の出入りがあり、防犯面に不安 

修繕積立金が少なく将来に不安 

居住者に高齢者が増え、 

バリアフリー対応が必要 

役員の負担が増大している 

防災マニュアルが未整備など 

防災面に不安 

役員のなり手がいない 

マンション管理に無関心な居住者が多い 

2002年～       (n=1,272) 

1972～2001年 (n=5,965) 

1971年以前    (n=498) 

日常管理の問題 

・都のアンケート調査によれば、大規模なマンションほど管理に無関心な居住者が多く、役員の負担が増大する 
 傾向にある。 
・築年数の経過したマンションほど、管理への無関心化が進み、役員のなり手がいないなど、管理上の問題が多
い傾向にある。 
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日常管理の問題 



（資料）平成25年度マンション総合調査結果(H26.4公表)/国土交通省 

【世帯主の年齢】 【賃貸戸数割合】 

【空室戸数割合】 【永住意識】 

0.5% 0.2% 0.9% 0.3% 
7.3% 10.2% 13.0% 18.9% 

18.4% 
21.5% 

26.4% 

31.1% 
25.1% 

28.0% 
24.1% 

22.8% 
27.9% 

25.8% 
22.9% 

18.9% 
19.2% 

13.2% 11.9% 
7.6% 

1.6% 1.2% 0.8% 0.2% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成11年度 

n=12,383 

平成15年度 

n=4,795 

平成20年度 

n=4,599 

平成25年度 

n=4,896 

30歳未満 

30歳代 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳以上 

不明 

39.6  
43.9  

52.9  

43.8  
45.7  

52.3  

47.0  

40.5  40.7  40.1  

0.6  0.7  0.7  1.0  0.8  0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

平成5年度 

n=980 

平成11年度 

n=907 

平成15年度 

n=1,058 

平成20年度 

n=2,167 

平成25年度 

n=2,324 

0％の管理組合 0％超～20％の管理組合 20％超の管理組合 

13.0  
8.7  12.5  

15.2  13.2  
10.5  

62.0  62.8  
65.4  

53.1  
55.7  

59.6  

22.4  21.1  14.9  
26.3  

18.6  18.2  

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

昭和62年度 

n=1,036 

平成5年度 

n=980 

平成11年度 

n=907 

平成15年度 

n=1,058 

平成20年度 

n=2,167 

平成25年度 

n=2,324 

0％の管理組合 0％超～20％の管理組合 20％超の管理組合 

・国の総合調査によれば、世帯主の年齢が60歳代以上の割合が増加しており、平成25年度調査では約5割を 
占めている等、居住者の高齢化が進んでいる。 

・居住者の永住意識は年々高まる傾向にある。 

居住者の状況 
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21.7  

31.1  31.0  

39.0  

43.7  

49.9  
52.4  

57.0  

41.4  41.1  

31.5  

24.2  

19.4  
17.6  

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

昭和55年度 

n=7,431 

昭和62年度 

n=13,498 

平成5年度 

n=15,693 

平成11年度 

n=12,383 

平成15年度 

n=4,795 

平成20年度 

n=4,599 

平成25年度 

n=4,896 

永住するつもりである いずれは住み替えるつもりである 

居住者の状況 
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92.0  8.0  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管理不全マンションに対する指導・勧告の必要性について 

必要である 必要でない 
n=1,000 

・都が区分所有者を対象に実施したインターネットアンケート調査によれば、管理状況を行政に届け出ることに
ついて、「賛成」と「届け出る情報が厳選されれば賛成」を合わせると６割以上となっている。 

・また、「管理不全マンションに対する指導・勧告の必要性」について、9割以上の区分所有者が必要であると
している。   

区分所有者に対するアンケート調査 

1.6 

31.0 

29.5 

44.4 

57.8 

58.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

6. その他 

5. 適正な初期設定のための分譲事業者の責務の明確

化による規制 

4. ガイドブック等、管理運営に係る情報提供 

3. 管理運営等で生じた問題に対する相談体制の充実 

2. 適正な維持管理を推進していく為の指導・勧告 

1. 管理組合の適正管理に向けた責務の明確化 

管理不全マンションに対する行政の対策について 

n=1000 

賛成, 

24.3% 

届け出る情

報が厳選さ

れれば賛

成, 38.4% 反対, 5.5% 

わからない, 

31.8% 

  

管理状況を行政へ届け出ることについて 

n=1101 

（資料）分譲マンション政策検討のための調査(H27)/東京都都市整備局 

（資料）マンション施策に関する検討調査(H23)/東京都都市整備局 

（資料）マンション施策に関する検討調査(H23)/東京都都市整備局 


